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番

号

事業概要・事業主体

等

事業の進捗状況 事業採択時の状況及び社会情

勢の変化等

事業効果 環境への配慮

事業を中止した場合の影響 今後の県の方針案

（事業概要）

（事業主体の根拠）

（事業採択・着手・完了予定年

度、経過年数）

（進捗状況と今後の見込み）

（事業導入の経緯・目的）

（事業を取り巻く社会情勢）

（事業に対する地元情勢・計画の熟度）

（費用対効果）

（コスト縮減・代替案等）

（その他の効果）

（生活環境・自然環境への影響）

（事業を中止した場合の影響）

（継続・中止）

６

（事業名・地区）

中川

流域治水対策河川

事業

（事業位置）

松江市

黒田町～法吉町

（事業費）

8,180,000千円

（事業概要）

全体延長

L=1,800m 

築堤、掘削、護岸

橋梁

（事業主体の根拠）

河川法第９条２項

（再評価区分）

④再評価実施後５

年経過し継続中

（担当部課名）

土木部河川課

（事業採択・着手・完了予定年

度、経過年数）

事業採択年度：昭和６２年度

用地着手年度：昭和６２年度

工事着手年度：昭和６２年度

完了予定年度：令和１１年度

経過年数：３４年

（進捗状況と今後の見込み）

進捗率： ７３％

用 地： ８６％

工 事： ５６％

令和１１年度完成予定

（事業導入の経緯・目的）

事業着手前の河川は、流下能

力が低く、度々浸水被害が発生

している。特に、昭和 47年の梅
雨前線豪雨による洪水で大きな

浸水被害が発生し、抜本的な治

水対策を行うため事業に着手す

ることとなった。

（事業を取り巻く社会情勢）

頻繁に浸水被害を受けている

ことから、地域住民からは河川

改修の早期完了を強く要望され

ている。また、河川周辺の市街地

化が進行しており、今後も資産

の増加が見込まれる。

（事業に対する地元情勢・計画

の熟度）

事業実施にあたり、ワークシ

ョップ等を開催し、地域の特性

を踏まえた整備を促進してい

る。沿川住民は事業全体の早期

完成を熱望している。

（費用対効果）

ｂ／ｃ＝２．０９

（コスト縮減・代替案等）

事業の実施にあたって

は、残土の有効利用等コス

ト縮減に努める。

（その他の効果）

下流部は市街化区域で

あり、家屋が密集してい

る。浸水被害の解消によ

り、将来的に安全な生活基

盤が確保でき、民生の安定

が図られる。

（生活環境・自然環境への影響）

沿川には住宅地が密集している

ことから、ワークショップ等で地域

の意見を聞きながら、在来動植物の

生息環境を保全するなど、地域や河

川環境の特性を踏まえた整備を促

進している。

（方針案）

継続

（継続・中止の理由）

現河川の流下能力

は低く、治水安全度

は低い状況であるた

め、治水対策は必要

である。

H18.7 豪雨で浸水
した箇所の被害を解

消するため、水路へ

の逆流防止施設の設

置や暫定築堤を実施

しており、早期に治

水効果が発揮される

よう事業の進捗を図

りたい。

（事業を中止した場合の影響）

現川の流下能力は低く、治水機能

が大きく不足している。このまま現

段階での事業中止では、家屋等への

浸水被害を解消することは困難で

ある。

・浸水被害履歴

S39、47、49、61 
H1、3、4、5、7、10、18、22、
23、25、29 

S47：床上 168戸、床下 412戸、
浸水面積 66ha 

H18：床上 6戸、床下 88戸、
浸水面積 20ha 

６－１



①出水状況（H7.5） ②暫定改修後状況（R2.5）

河川概要
中川は松江城の北に位置し、南に流下しながら松江堀川に注ぐ河川延長1.8kmの一級河川で
ある。沿川には家屋が連担しており、河道が狭小なため頻繁に浸水被害が発生している。
特に昭和47年、平成18年の梅雨前線豪雨による洪水で大きな被害が発生した。
中川の河川改修を行うことで、地域の安全・安心に大きな役割を果たす。

事業概要
１．昭和47年7月洪水と同規模の洪水に対して、沿川の浸水被害解消を図る。
２．河川の拡幅、河床の掘削、堤防の築造、橋梁等の改築により流下能力の向上を図る。
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①費　用　(億円)

事 業 費 維持管理費 合 計

基 準 年

単 純 合計 　８１．８０億円 ２７．５６億円 １０９．３６億円

基準年における
現在価値　（Ｃ）

１３８．２５億円 １５．１４億円 １５３．３９億円

②便　益

一般資産被害
軽減期待額

農作物被害
軽減期待額

公共土木施設
被害軽減期待額

間接被害
軽減期待額

基 準 年

完成予定年

単 年 便 益
（初年便益） 　１０．６５億円 　０．０１億円 　　８．２３億円 　２．２６億円 　２１．１５億円

基準年における
現在価値　（Ｂ）

１６０．６９億円 　０．１３億円 １２４．２６億円 ３４．１５億円 １．３６億円 ３２０．５９億円

③結果

残 存 価 値
（ 便 益 ）

合 計

Ｒ２

Ｒ１１

　　中川　流域治水対策河川事業　費用便益比

費用便益比(事業全体）　Ｂ／Ｃ ２．０９

Ｒ２

被 害 軽 減 期 待 額 （ 便 益 ）

※　間接被害：営業被害、応急対策費等の間接的被害　　※　残存価値：将来において施設が有している価値

６－３


